
第２回下関市立学校適正規模・適正配置検討委員会 次第 
 

日時 令和２年７月６日（ 月 ）   

午前９時３０分から     

場所 下関市教育センター３階中研修室 

 

 

１ 開会 

２ 会長あいさつ 

３ 新任委員あいさつ 

４ 議事 

【公開案件】 

   （１）適正規模・適正配置の基本的な考え方 

     ①適正な規模の考え方 

     ②適正な配置の考え方 

   （２）適正規模・適正配置の具体的な方策 

①検討対象校と優先対象校 

     ②適正規模・適正配置の手法 

   （３）適正規模・適正配置の実施に関する事項 

     ①学校統合の実施 

     ②小中一貫教育の推進 

     ③地域性を活かした学校づくり 

 

【非公開案件】 

（４）統合モデルについて 

５ 閉会 

 

 

※資料：配布資料一覧のとおり 
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適正規模・適正配置基本計画（検討項目比較対照表）

１．適正規模・適正配置の基本的な考え方

第３期 基本計画（方針案） 第２期 基本計画（現行）

①
適
正
な
規
模
の
考
え
方

〈考え方〉
○１学級当たりの児童生徒数は、２期基本計画に同じ。

○人間関係の固定化を避けるため、小・中学校ともに、クラス替えがで
きる規模（小学校１２学級以上、中学校６学級以上）を確保する必要が
ある。
○中学校は教科担任制であり、指導方法の工夫改善や校内研究体制の充
実を図るために、同じ教科の教員を一定の規模で複数配置できる１２学
級（１学年に４学級）以上が望ましい。
○５学級以下の学校と１２学級から１８学級まで（学校教育法施行規則
における標準学級数）の学校とを統合する場合には、２４学級までを適
正な学校規模として、国庫補助が行われることとなっていることから、
１９学級～２４学級を含めて適正な規模とする。

〈考え方〉
○１学級当たりの児童生徒数
山口県の基準（小・中学校ともに全学年で１学級３５人）に基づく。

○標準学級数・許容範囲
・学校規模の標準は、学級数により設定されており、小・中学校ともに
「１２学級以上１８学級以下」が標準。ただし、地域の事情その他によ
り特別の事情のあるときは、この限りでない。（学校教育法施行規則）
・５学級以下の学校と１２学級から１８学級までの学校とを統合する場
合には、２４学級までを適正な学校規模として、国庫補助を行うことと
なっている。（義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施
行令）

◆適正規模の基準◆

※（参照） 資料１６、資料１７、資料１８

◆適正規模の基準◆

分 類 全 校 学 級 数

小 学 校 １２学級～２４学級

中 学 校 １２学級～２４学級

学 級 数

小 学 校 １２学級から２４学級まで （１９学級～２４学級は許容範囲）

中 学 校 １２学級から２４学級まで （１９学級～２４学級は許容範囲）

資料15
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適正規模・適正配置基本計画（検討項目比較対照表）

１．適正規模・適正配置の基本的な考え方

第３期 基本計画（方針案） 第２期 基本計画（現行）

②
適
正
な
配
置
の
考
え
方

〈考え方〉
○適正な配置の考え方の中で、これまでの通学条件の確保に加え、長期
的な施設整備の考え方についても示す。

〈考え方〉・・・２期基本計画に同じ
○徒歩や自転車による通学距離としては、小学校で４㎞以内、中学校で
６㎞以内という基準はおおよその目安として妥当であると考えられる。
○通学時間としては、遠距離通学の場合に、公共交通機関やスクールバ
スなど、適切な交通手段が確保できることを前提として、おおむね１時
間以内を目安とする。

◆適正配置の基準◆ ◆適正配置の基準◆

分類 通学距離 通学時間

小 学 校 おおむね４ｋｍ以内 おおむね１時間以内

中 学 校 おおむね６ｋｍ以内 おおむね１時間以内

通学距離 通学時間

小 学 校 おおむね４キロメートル以内 おおむね１時間以内

中 学 校 おおむね６キロメートル以内 おおむね１時間以内

◆適正な配置について◆

○学校位置や学区の決定に当たっては、児童生徒の負担面や安全

面などに配慮し、地域の実態を踏まえた適切な通学条件や通学手

段が確保されるようにする。 ※（参照） 資料１９

○学校の配置については、全市的な学校の設置状況や地理的要因

を考慮し、学校施設の整備、耐震化の状況や既存校舎を活かした

教室数の確保などを検討の上、なお、適正な配置が図れない場合

は、校舎の新設についても検討していく。 ※（参照） 資料２０

◆適正な配置について◆

○適正な配置を考える上での、適正な通学距離、並びに路線バスな

どの公共交通機関やスクールバスを利用する場合の通学所要時間

として基準を定める。
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適正規模・適正配置基本計画（検討項目比較対照表）

①
検
討
対
象
校
・
優
先
対
象
校

〈考え方〉
○【検討対象校】、【優先対象校】、蓋井小学校の考え方は第２期基本
計画に同じ。
○２４学級を超える大規模校は、Ｒ７年度推計で対象校なし。

〈考え方〉
○【検討対象校】のうち、複式学級の編成が見込まれるなど、５学級以
下の学校を【優先対象校】とする。
○旧下関市中心部については、他の地域に比べ狭い範囲に多くの学校が
集中しているため、６学級以下を【優先対象校】とする。
○２４学級を超える大規模校については、児童生徒数の減少を見込み、
経過観察とする。
○蓋井小学校は、通学等の負担を考慮し、【検討対象校】から除外す
る。

２．適正規模・適正配置の具体的な方策

第３期 基本計画（方針案） 第２期 基本計画（現行）

※（参照） 資料２１

【検討対象校】【

○平成３２年度推計で、適正な規模（１２学級～２４学級）に該当しな

い学校

区分 旧下関市中心部 旧下関市周辺部 旧豊浦郡

小学校

中学校

平成３２年度推計で
複式学級を有する学校

（普通学級６学級未満の学校）

平成３２年度推計で
普通学級５学級未満の学校

【優先対象校】

平成３２年度推計で

５学級以下の学校
（特別支援学級は除く）

平成３２年度推計で

６学級以下の学校
（特別支援学級は除く）

【検討対象校】

分 類

小 学 校 ～１１学級

中 学 校 ～１１学級

【優先対象校】

区分 旧下関市周辺部 総合支所管内

小 学 校

中 学 校

検討対象校

うち優先対象校

旧下関市中心部

適正規模

１２学級～２４学級

令和７年度推計で

５学級以下の学校（特別支援学級を除く）

令和７年度推計で

６学級以下の学校（特別支援学級を除く）
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適正規模・適正配置基本計画（検討項目比較対照表）

２．適正規模・適正配置の具体的な方策

第３期 基本計画（方針案） 第２期 基本計画（現行）

〈考え方〉
○学校統合については、２期基本計画に同じ。
○小中一貫教育については、後段３．実施に関する事項にあるとおり、
小中一貫教育校の設置も踏まえ、より積極的に推進していく。

②
適
正
規
模
・
適
正
配
置
の
手
法

◆学校統合◆

○適正規模・適正配置を図っていくための手法としては、原則として、

統合により適正規模化を図りつつ、必要に応じて通学区域の見直し

を行う。

◆小中一貫教育の推進◆

○地域の状況等を踏まえて小中一貫教育が有効と判断した場合に

は、円滑かつ効果的に推進

◆学校統合◆

○適正規模・適正配置を確保するための手法としては、学校統合に

よって適正規模化を図るものとし、地域の状況によっては通学区域

の見直しも検討

◆小中一貫教育の導入◆

○地域の状況によっては、１つの手法として、小中一貫教育を導入

し、小学校と中学校の縦の連携・接続を改善
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適正規模・適正配置基本計画（検討項目比較対照表）

３．適正規模・適正配置の実施に関する事項

第３期 基本計画（方針案） 第２期 基本計画（現行）

①
学
校
統
合
の
実
施

〈考え方〉
○第２期基本計画と同じく、保護者や地域住民の理解・協力をもとに実
施
○組織づくりや形式にとらわれず、個々の状況に応じた柔軟な手順によ
り進める。

〈考え方〉
①対象校区の保護者や地域住民と、学校の現状や課題等についての情報
の共有化を図り、統合の必要性について一定の理解を得る。
②保護者や地域住民の代表の方などに参加していただき、統合校の位置
や統合時期など学校統合に関する基本的事項について協議する。
③統合に向けた協議結果を書面で提出（合意確認）
④統合後の校名など、具体的な内容について協議する。

○①～④の手順を原則としながら、地域の状況に応じた手順も可能とす
る。

◆学校統合の実施手順◆

①対象校区の保護者や地域住民との意見交換により、情報の

共有化を図り、学校統合に関する理解を深める。

②保護者や学校運営協議会の代表者等との協議により、学校

統合（統合校の位置、時期など）についての確認を得たのち、統

合準備に向けた具体的な内容（校名、指定用品など）を決定

◆学校統合の実施手順◆

①学校統合に関する意見交換会（対象校区の保護者・地域住民）

②学校統合検討協議会（対象校区の保護者・地域住民の代表者等）

③協議結果を市長（教育委員会）へ提出

④統合準備協議会（対象校区の保護者・地域住民の代表者等）
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適正規模・適正配置基本計画（検討項目比較対照表）

３．適正規模・適正配置の実施に関する事項

第３期 基本計画（方針案） 第２期 基本計画（現行）

②
小
中
一
貫
教
育
の
推
進

③
地
域
性
を
活
か
し
た
学
校
づ
く
り

〈考え方〉
○小中連携教育の取組の研究・検証に基づき、小中一貫教育校の設置と
義務教育学校の導入に向けた研究を進める。

〈考え方〉
○小中連携教育の取組を推進し、小中一貫教育校の設置に向けての研
究・検討を進める。

〈考え方〉
○適正規模・適正配置を図っていく手法としては、学校統合や小中一貫
教育の推進が原則であるが、地域性や種々の状況により小規模校として
の存続の必要性が求められる場合

◆小規模校への取組◆

○小規模校において、地域コミュニティの存続や発展の中核的な施

設と位置付け、地域を挙げてその充実を図っていくことが求められる

場合には、そのデメリットを最小化し、メリットを最大化する方策を講じ

ることで、教育水準の維持向上を図っていくことを検討

※（参照） 資料２５

◆小中一貫教育の現状◆

○全ての小中学校での小中連携教育に加え、「小中一貫教育推進

校」を指定し、その研究の成果と課題を小中一貫教育部会で検証す

ることで、地域の特色を活かした小中一貫教育の在り方を研究

※（参照） 資料２２、資料２３

◆小中一貫教育の方向性◆

○これまでの研究と検証に基づき、地域の実情に応じた小中一貫教

育校の設置や義務教育学校の導入に向けた研究を進める。

○小中一貫教育における具体的な取組をもとに推進

※（参照） 資料２４

◆小中一貫教育の現状◆

○中学校区ごとの小中連携協議会を開催するなど、全ての小中学

校で、小中連携教育を実施

◆小中一貫教育の方向性◆

○小中連携を深化させ、小中一貫教育校の設置に向けた研究・検

討を進める。
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学 級 編 制 の 標 準 

○公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律 

（昭和３３年５月法律第１１６号）（抜粋） 

(学級編制の標準) 

第三条  

２ 各都道府県ごとの、都道府県又は市(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第

二百五十二条の十九第一項の指定都市(以下単に「指定都市」という。)を除き、特別

区を含む。第八条第三号並びに第八条の二第一号及び第二号を除き、以下同じ。)町村

の設置する小学校(義務教育学校の前期課程を含む。次条第二項において同じ。)又は

中学校(義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含む。同項において同

じ。)の一学級の児童又は生徒の数の基準は、次の表の上欄に掲げる学校の種類及び同

表の中欄に掲げる学級編制の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数を標準として、都道

府県の教育委員会が定める。ただし、都道府県の教育委員会は、当該都道府県におけ

る児童又は生徒の実態を考慮して特に必要があると認める場合については、この項本

文の規定により定める数を下回る数を、当該場合に係る一学級の児童又は生徒の数の

基準として定めることができる。 

学校の種別 学級編制の区分 一学級の児童又は生徒の数 

小学校(義務教育学校の

前期課程を含む。) 

同学年の児童で編制する学級 ４０人（第一学年の児童で編

制する学級にあっては、３５

人） 

二の学年の児童で編制する学級 １６人（第一学年の児童を含

む学級にあっては、８人） 

学校教育法第８１条第２項及び

第３項に規定する特別支援学級 
８人 

中学校(義務教育学校の

後期課程及び中等教育学

校の前期課程を含む。) 

同学年の生徒で編制する学級 ４０人 

二の学年の生徒で編制する学級 ８人 

学校教育法第８１条第２項及び

第３項に規定する特別支援学級 
８人 

 

 

○学級編制の弾力化状況 

都道府県 校種 学年 概要 

山口県 
小学校 ２～６学年 

３５人以下学級 
中学校 全学年 
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学級規模 加算教員数

１～３学級 １人［０人］

４～７学級 １人

８～１４学級 ２人

１５～２４学級 ３人

２５学級～ ４人

　

　具体的な学級数と配置教員数（教員数には教頭を含む。ただし、校長は含まれません。）

学級数 教員数 学級数 教員数

１学級 2 １５学級 18

２学級 3 １６学級 19

３学級 4 １７学級 20

４学級 5 １８学級 21

５学級 6 １９学級 22

６学級 7 ２０学級 23

７学級 8 ２１学級 24

８学級 10 ２２学級 25

９学級 11 ２３学級 26

１０学級 12 ２４学級 27

１１学級 13 ２５学級以上 学級数＋4人

１２学級 14

１３学級 15

１４学級 16

山口県教育委員会の定める小学校の教職員配置基準（令和２年度）

　学級数（在籍児童１名の特別支援学級を除く。）と同数の教員数に、次表の教員数及び在籍児
童１名の特別支援学級の数を加算した数により配置する。

［　人］内は分校の場合

加算教員数には教頭を含む
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国語 社会 数学 理科 英語 音楽 美術 保体 技術 家庭 計

３学級 7 1 1 1 1 1 1 1 7

４学級 8 1 1 1 1 1 1 1 1 8

５学級 9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

６学級 10 2 1 1 1 1 1 1 1 1 10

７学級 12 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 12

８学級 13 2 1 2 1 2 1 1 1 1 1 13

９学級 15 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 15

１０学級 16 2 2 2 2 2 1 1 2 1 1 16

１１学級 18 3 2 3 2 2 1 1 2 1 1 18

１２学級 19 3 2 3 2 3 1 1 2 1 1 19

１３学級 20 3 3 3 2 3 1 1 2 1 1 20

１４学級 22 3 3 3 3 3 1 1 3 1 1 22

１５学級 23 4 3 3 3 3 1 1 3 1 1 23

１６学級 25 4 3 4 3 4 1 1 3 1 1 25

１７学級 27 4 4 4 4 4 1 1 3 1 1 27

１８学級 28 4 4 4 4 4 1 1 4 1 1 28

１９学級 30 5 4 4 4 4 2 1 4 1 1 30

２０学級 31 5 4 4 4 4 2 2 4 1 1 31

２１学級 33 5 4 5 4 5 2 2 4 1 1 33

２２学級 34 5 4 5 5 5 2 2 4 1 1 34

２３学級 36 6 5 5 5 5 2 2 4 1 1 36

２４学級 37 6 5 5 5 5 2 2 5 1 1 37

※教員数は、教頭、教諭、助教諭、講師（非常勤講師を除く）の人数であり、校長は含まれません。

※上記のほか、学校の実情に応じて教員が加配されることがあります。

山口県教育委員会の定める中学校の教職員配置基準（令和２年度）

標準的な教科担任別教員配置例（※１）

例）大規模校への加配、少人数指導等を行う学校への加配、学習指導等において
　　特別の指導を行う学校への加配など

※（※１）は、標準的な教科担任別教員配置人数を例示的に示したものであり、各学校の実情に
　応じて異なることがあります。

学級数 教員数



学校規模についての法令上の定義  

 

○学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号） 

第四十一条 小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地域の

実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 

第四十二条 小学校の分校の学級数は、特別の事情のある場合を除き、五学級以下とし、前条

の学級数に算入しないものとする。 

第七十九条 第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、第五十四条から第六十八条ま

での規定は、中学校に準用する。 

 

○義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和３３年法律第８１号） 

(国の負担) 

第三条 国は、政令で定める限度において、次の各号に掲げる経費について、その一部を負担

する。この場合において、その負担割合は、それぞれ当該各号に定める割合によるものとす

る。 

四 公立の小学校、中学校及び義務教育学校を適正な規模にするため統合しようとすること

に伴つて必要となり、又は統合したことに伴つて必要となつた校舎又は屋内運動場の新築

又は増築に要する経費 二分の一 

２ 前項第一号の教室の不足の範囲及び同項第四号の適正な規模の条件は、政令で定める。 

 

○義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令（昭和３３年政令第１８９号） 

(適正な学校規模の条件) 

第四条 法第三条第一項第四号の適正な規模の条件は、次に掲げるものとする。 

一 学級数が、小学校及び中学校にあってはおおむね十二学級から十八学級まで、義務教

育学校にあってはおおむね十八学級から二十七学級までであること。 

二 通学距離が、小学校にあってはおおむね四キロメートル以内、中学校及び義務教育学

校にあってはおおむね六キロメートル以内であること。 

２ 五学級以下の学級数の小学校若しくは中学校又は八学級以下の学級数の義務教育学校と

前項第一号に規定する学級数の学校とを統合する場合においては、同号中「十八学級ま

で」とあるのは「二十四学級まで」と、「二十七学級」とあるのは「三十六学級」とする。 

３ 統合後の学校の学級数又は通学距離が第一項第一号又は第二号に掲げる条件に適合しない

場合においても、文部科学大臣が教育効果、交通の便その他の事情を考慮して適当と認める

ときは、当該学級数又は通学距離は、同項第一号又は第二号に掲げる条件に適合するものと

みなす。 
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学校名
西市小
豊田中

西市小
豊田中

川棚小 夢が丘中

開始経緯
H24豊田西・東

統合
H22三豊休校

H24　豊田西・東統合
川棚小と小野小統合 宇賀中と豊浦中統合

運行開始年度（日）【路線】 H24 S33
豊田中小の児童

の帰りのみ
H22 H13.4.1 H17.4.1

車両内容 車番 下関200さ137 下関200さ202 タクシー 下関200さ71 下関200さ198 下関200さ231

車種等 日野29人乗 日野29人乗 5人乗 日野29人乗 トヨタ 29人乗 トヨタ 29人乗

マイクロ マイクロ マイクロ マイクロ マイクロ

所有形態 所有 所有 借上 所有 リース リース

登録年月日 H24.3.23 H28.3.28 H20.9.25 H28.2.23 H30.9.13

購入金額 7,171千円 7290千円 8,820千円

補助金名称 へき地補助金

補助金額

充当起債 過疎債 過疎債 辺地債

起債額 7,000千円 7,000千円 8,600千円

小 9 9 （帰りのみ　3人） 2 4

中 10 6 1 18

計 19 15 （帰りのみ　3人） 3 4 18

18,957km 16,055km - 15,011km
31ｋｍ(２便)、49km(３便)

※半々
8４ｋｍ(４便)、4７km(２便)

※４便が多い。

179,650km 61,165km 270,758km 34,630km 27,997km

路線名（通称） 南ルート 三豊ルート 小学校 中学校

西市小・豊田中小
豊田中

昨年度の年間走行距離
【路線】

スクールバス状況一覧表
              （令和2年度）

平成28年3月
　　　　　～平成33年2月
　リース・長期継続契約

契約金額3,078,000円（税込）

令和2年度予算額
　613,800円（税込）

平成30年9月
　　　　　～平成35年8月
　リース・長期継続契約

契約金額円4,860,000円（税
込）

令和2年度予算額
　972,000円（税込）

豊　田　教　育　支　所 豊　浦　教　育　支　所

S33維新小・S45一俣小

令和2.3月末での総走行
距離

令和2年度予算額
借上料：762,480円

北ルート

令和2年度
の利用者
数
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学校名

開始経緯

運行開始年度（日）【路線】

車両内容 車番

車種等

所有形態

登録年月日

購入金額

補助金名称

補助金額

充当起債

起債額

小

中

計

路線名（通称）

昨年度の年間走行距離
【路線】

スクールバス状況一覧表
              （令和2年度）

令和2.3月末での総走行
距離

令和2年度
の利用者
数

田耕小と八城小統合
滝部小と田耕小統合

滝部小と神玉小統合 滝部小と神田小統合 豊北小と角島小統合 豊北小と阿川小統合
豊北小と

阿川・粟野小統合

S44
H27.4.1

H31.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R2.4.1 R2.4.1

下関230さ346 下関200さ246 下関200さ245 下関230さ347 下関230さ348 下関230さ349

日野 29人乗 日野 29人乗 日野 29人乗 日野29人乗 日野29人乗 日野29人乗

マイクロ マイクロ マイクロ マイクロ マイクロ マイクロ

所有 所有 所有 所有 所有 所有

R2.3.23 H31.3.26 H31.3.26 R2.3.23 R2.3.23 R2.3.23

6,666千円 7,095,600円 7,095,600円 6,666千円 6,666千円 6,666千円

へき地補助金 へき地補助金 へき地補助金 へき地補助金 へき地補助金 へき地補助金

2,990千円 3,200,000円 3,200,000円 2,990千円 2,990千円 2,990千円

過疎債 過疎債 過疎債 過疎債 過疎債 過疎債

3,660千円 3,660千円 3,660千円 3,660千円

24 21 11 24 21 28

24 24 21 28

年間12,865km
日・月で異なる

予定走行距離9,721km
予定走行距離

12,933km

242km 0Km 0Km 182km 182km 180km

田耕線 神玉線 神田線 角島線 阿川線 阿川粟野線

豊　北　教　育　支　所

豊北小
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学校名

開始経緯

運行開始年度（日）【路線】

車両内容 車番

車種等

所有形態

登録年月日

購入金額

補助金名称

補助金額

充当起債

起債額

小

中

計

路線名（通称）

昨年度の年間走行距離
【路線】

スクールバス状況一覧表
              （令和2年度）

令和2.3月末での総走行
距離

令和2年度
の利用者
数

神玉・滝部小
豊北中

二見小廃校

H23.4.1 H27.4.1

下関200さ93 下関200さ134 下関200さ235 下関200さ236 下関230さ345

日野 29人乗 トヨタハイエース15人乗 日産 29人乗 日産 29人乗 日野 29人乗

マイクロ マイクロ マイクロ マイクロ

所有 リース 所有 所有 所有

H21.9.15 H31.1.22 H31.1.22 R2.3.23

5,114千円 7,149,600円 7,149,600円 6,666千円

へき地補助金 へき地補助金 へき地補助金 　　　

3,230,000円 3,230,000円 2,990千円 　　　

辺地債 過疎債 過疎債 過疎債 　　　

5,000千円 3,660千円

15

5 4 16 17 19

20 4 16 17 19

年間14,622m
日・月で異なる

年間11,834km
日・月で異なる

年間19,622km
日・月で異なる

年間18,057km
日・月で異なる

年間18,209km
日・月で異なる

100,978km 86,139km 3,894km 3,463km 267,800km

矢玉二見線 田耕線 神玉北線 神玉南線 粟野線

豊　北　教　育　支　所

豊北中

豊北第1.2.3中と角島中統合

H18.4.1

平成29年3月から、
　5年間長期継続契約
平成29年度
　使用料　500,256円（税込）
　契約金額2,501,280円（税
込）
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学校施設管理データ
：昭和57年度以降建物棟 耐震性あり・・・ 1次診断Is値0.9以上 ※1：補強計画によってはIs値が変更する場合がある

-令和2年4月1日現在－ ：耐震診断又は耐震補強工事により耐震性があることが確認された棟 2次診断Is値0.7以上 ※2：事情により内容を変更する場合がある

小学校

耐震工事後

診断未実施 1次診断 2次診断 補強計画 実施設計 補強工事 1次診断 2次診断 補強計画 Is値

普通・特別・管理棟 1 RC 3 S 12 . 1 1 3,496 ○ H15 H23 0.44 0.12

階段 7 RC 2 S 40 . 3 1 53 ○ H18 1.33 ○

体育館 8 RC 2 S 40 . 3 1 729 ○ H16 H21 H22 H22 H22 0.02 0.22 ← 0.97 ○

普通・特別・管理棟 1 RC 3 S 28 . 3 1 3,778 ○ H15 H23 0.28 0.505

普通・特別棟 2 RC 2 S 31 . 3 1 754 ○ H15 H24 0.41 0.19

体育館 5 S 2 S 50 . 3 1 806 ○ H17 H23 H24 H24 H25 0.3 0.23 ← 0.74 ○

普通・管理・特別棟 7 RC 3 S 55 . 3 1 1,819 ○ H15 H23 0.32 0.60

体育館 11 S 2 S 57 . 3 1 879 ○ H17 H21 H21 H23 H25 0.1 0.34 ← 0.73 ○

中学校

普通棟 4 RC 3 S 35 . 3 1 1,499 ○ H15 H23 H26 H26 0.38 0.53 0.62 0.72

普通棟 5 RC 3 S 36 . 3 1 2,053 ○ H15 H23 H26 H26 0.42 0.49 ← 0.79

体育館 14 RC 2 S 33 . 12 1 749 ○ H16 H21 H21 H22 H23 0.19 0.01 ← 0.71 ○

普通棟 16 RC 3 S 47 . 12 1 1,046 ○ H15 H23 H26 H26 0.27 0.35 0.38 0.71

特別・管理棟 20 RC 3 S 49 . 6 1 1,534 ○ H15 H21 H26 H26 0.22 0.42 ← 0.80

特別棟 28 S 1 S 58 . 10 1 310 ○ ○

武道場 29 RC 1 H 3 . 1 1 391 ○ ○

普通棟 3 RC 3 S 43 . 3 1 1,315 ○ H17 H21 H22 H23 H23 0.18 0.26 ← 0.70 ○

管理・特別棟 4 RC 2 S 44 . 3 1 1,227 ○ H18 H18 H26 H27 0.66 0.69 0.74 ○

特別棟(給食含む） 11 S 1 H 5 . 3 1 1,040 ○ ○

エレベーター棟 15 RC 3 H 24 . 2 1 33 ○ ○

体育館 S 2 S 51 . 3 1 1,394 ○ H30 H30 0.23 0.79

2 菊川 有

1 文洋 有

3 吉母 有

2 本村 有

1 王江 有

耐震性学校名
防災拠点
指定の
有無

建物名 棟番号
診断結果　Is値※1

構造 階数 建築年月
全棟
数

延床面積
（㎡）

昭和56年
度以前の
建物

昭和57年
度以降の
建物

各業務実績（年度）
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○複式学級の基準

第１学年の児童を含む 第１学年の児童を含まない

１学級の児童生徒数 ８人以下 １６人以下 ８人以下

○地域区分

　　　　※旧下関市中心部については、旧下関市周辺部や総合支所管内に比べ、狭い範囲に多くの
　　　　　学校が集中しているという地域の状況を踏まえ、６学級以下の学校を優先対象校とする。

児童生徒数が少ない場合、２つの学年の児童生徒で１つの学級（複式学級）を編制する場合があり、
複式学級の編制基準は、原則として次のとおり（山口県の基準）

小学校
中学校

【旧下関市中心部】

※上の円は、向洋中学

校を中心とした半径２

㎞、４㎞の目安

資料21

区分 範囲（中学校区）

旧下関市中心部 日新中・向洋中・山の田中・文洋中・名陵中・彦島中・玄洋中の校区

旧下関市周辺部 東部中・長府中・長成中・勝山中・川中中・垢田中・安岡中・吉見中・木屋川中・内日中の校区

総合支所管内 菊川中・豊田中・豊洋中・夢が丘中・豊北中の校区

　本市は、約716㎢と広大な面積を有しており、全ての地域を同一の基準で考えることが適切でない場合があるため、
次の３つの地域に分けて、学校規模や配置の適正化について検討を進めています。



小中連携（校種間連携）の現状 

 

１ 下関市教育委員会の主な取組 

（１）特色のある共通取組事項の設定 

  生徒指導上の課題解決を図るため、平成 22 年度から市内すべての学校における共通の取組事項を

決めている。平成 30 年度以降は「時間厳守」「きく態度」「学校環境美化」「あいさつ」の中から、

小中の共通課題に応じた共通取組事項を設定するよう求め、小中で連携した一貫性のある指導を進め

ることとしている。 

（２）２０１９年度中核市研修の実施「小中連携教育研修会」１１月１２日 

  ・コミュニティ・スクールを基盤とした小中連携の推進に向けた理論と実践の研修 

  ・講師 京都産業大学 教授 西川信廣 

  ・演題 「コミュニティ・スクールの仕組みを生かした小中連携（一貫）教育」 

   小中一貫した教育を行うことは、子供のよりよい学びにつながるとともに、教職員の資質向上

に大きな効果があることを教えていただいた。 

（３）学力向上連絡協議会の開催の呼びかけ 

２（１）に詳細の説明あり 

 

２ 各学校の主な取組 

（１）下関市学力向上連絡協議会の開催、学力向上に向けた取組  

同一中学校区にある小中学校のできるだけ多くの教職員が参加するように働きかけた。部会別に分

かれるなど協議のグループ構成を工夫する校区も多く、各学校の学力調査の結果分析や学力向上に向

けた取組について情報共有し、中学校区で必要な共同実践について協議した。市教委から各校区に実

施を依頼しているのは、年間１回だが、各中学校区の必要に応じ、随時開催している校区もある。 

※４月確認問題の中止、夏季休業の短縮に伴う研修の精選の視点から今年度中止 

（２）生徒指導等の充実に向けた取組 

生徒指導上の情報共有、共通実践のテーマ設定や共通する生活のきまりづくり等を行っている。 

（３）少人数指導教員による相互乗り入れ及び「出前授業」の実施 

相互乗り入れによる授業や出前授業の実施は、児童の中学校の授業に対する不安感を取り除いた

り、中学校教員の生徒指導における児童理解に一定の効果があると考えている。 

職業講話の講師として、小学校の教員が中学校へ出向いた例もある。また、中学校の英語科の教員

が小学校へ出向いて授業をしている校区もある。 

少人数加配配置校においては、計画的な乗り入れ授業を行う学校が増えてきている。 

（４）児童生徒の交流・連携 

合同での補充学習会を開催し、中学生が小学生に教える場づくり、中学校の立志式を小学生が見学

するという取組なども行われている。 

（５）教員の交流・連携 

合同で校内研修やお互いの校内研修に参加したり、小学校の研修の講師を中学校区の教員が行った

りするなどの、教職員の交流が進んでいる校区もある。 

 

３ 成果と課題 

 
○コミュニティ・スクールを基盤とした小・中連携が進み、合同での研修会や熟議、 

 互見授業が盛んに行われるようになった。 

▲中学校区により、取組に差がある（乗り入れ授業については、距離的問題、加配措  

置等の課題あり。先進学校の体制の紹介等が必要。） 
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小中一貫教育の現状 

１ 新しい学校づくり推進委員会 小中一貫教育部会について（Ｈ２７～） 

（１）目的  

教育理念に示す児童生徒の育成をめざし、下関市の現状を踏まえた小中一貫教育を実施する

ための研究（実態の把握、下関市の小中一貫教育の形、カリキュラム等）。 

（２）委員 

 学識経験者（兵庫教育大学 安藤准教授）、市内小中学校教職員、市教委事務局 

（３）２０１９年度の取組 

   第 1 回 8/5   講義「１小１中における効果的な小中一貫教育の取組と評価」 

   第 2 回 10/10  名陵中学校区 3 校合同授業研究会への参加 

   先進地視察（広島県呉市・福岡県宗像町・堺市・岩国市・山陽小野田市） 

   第 3 回 2/17 視察報告 実践報告（長成中学校区） 

          講義「小中一貫教育の現状と課題 ～CS 及びキャリア教育の視点から～」 

           講師 安藤准教授 

（４）令和２年度の取組 

   第１回（時期未定）協議「全国及び山口県における小中一貫教育の取組と 

下関市がめざす小中一貫教育について」   

   第２回 先進地視察 県外（呉市・宗像市・飯塚市）県内（岩国市・萩市等） 

   第３回（時期未定）中間報告「豊北小学校、豊北中学校の小中一貫教育の取組」  

 

２ 小中一貫教育研究推進校について 

（１）目的 小中一貫教育を推進していくことを通して、下関市教育理念に示している「生き抜く力」

の育成を図る。（ＣＳを活用した「地域とともにある学校」づくりが前提） 

（２）研究内容 地域の特色を生かした中学校区にふさわしい小中一貫教育の姿を研究し、児童生徒の

９年間を見通した「学び」と「育ち」を支え、めざす子ども像の実現を図る。 

（３）豊北中学校区（豊北中学校・豊北小学校）Ｒ２～Ｒ３指定 

  ①豊北地区めざす子ども像「笑顔と学び 未来を語る豊北の子」  

②共通学校教育目標 じりつ（自立・自律）・きょうせい（共生・共成） 

③幼保こ→小→中→高までを地域・保護者と連携してつないでいく。 

 

３ 小中一貫教育推進校について  

 【H28～H29 指定】名陵中・王江小・名池小 

○定期的な乗り入れ授業の継続実施 

 ○小学生が中学校で授業を受ける日の設定 

 ○小中一貫した道徳科・英語の授業研究（大学教員を講師に迎えての合同研修会も実施） 

 【H30～H31 指定】長成中・長府小 

 ○「人を大切にする人に」という共通意識で 

 ○「読書 挨拶 掃除」を重点とした共通の取組 

 ○まちづくり協議会とも連携した地域連携 

 

４ 成果と課題 

○推進委員会では、継続的に講義や協議を重ね、委員の小中一貫教育に関する意識の高まりや各校で

の実践につながってきた。 

○名陵中学校区・長成中学校区ともに小中一貫教育の取組が進められており、9 年間かけて子どもた

ちのよりよい成長を支えるという雰囲気が醸成されている。 

○下関市としては、小中一貫教育の全市への導入は未定であるが、長成中学校区及び名陵中学校区の

成果と課題を明確にし、今後も方向性を探っていく。 

▲小中一貫教育を推進していくための会議時間の確保や、人的なサポートが必要（特に中から小への

乗り入れ授業には、その教科の有免許者に余裕がないと難しい） 
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○小中連携・一貫教育体系図 

 
 

○小中一貫教育の具体的な取組 

１．指導の一貫性の確保 

   義務教育の９年間を見据えた教育課程の編成・実施 

   ・教科等の系統性・連続性を踏まえた学習指導 

   ・教育課程の特例の活用（小中一貫教科等の設定） 

   ・教科等を横断した学習指導（ＩＣＴの活用） 

 ２．学年段階の区切りの柔軟な設定、取組 

   各学校の状況や目的に応じた、区切りの柔軟な設定 

   ・評価や評定方法の円滑な移行（小学校高学年からの定期試験導入） 

   ・部活動への参加（小学校高学年） 

   ・区切りの節目を活用した取組（１／２成人式、立志式） 

 ３．教科担任制、乗り入れ指導 

   ・小学校高学年における教科担任制 

   ・中学校への乗り入れ指導 

 ４．異学年交流 

   ・教科における共同学習 

   ・特別活動における交流活動（地域清掃、運動会、文化祭、部活動） 

 ５．特別支援教育の充実への取組 

   ・学習環境への継続的な配慮 

   ・教員の専門性の向上、連携強化 

 ６．体制整備 

   ・教職員の兼務発令、事務分掌の共通化 

   ・コーディネーターの加配措置 

   ・指導主事等の助言・指導、研修体制の強化 

小中連携、小中一貫教育と小中一貫教育校、義務教育学校の関係

小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校教育
から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育

小中連携教育

小中一貫教育
小中連携教育のうち、小・中学校段階の教員が目指す子ども像を共有
し、９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を目指す教育

①小中一貫教育校

・組織上独立した小学校・中学校が一貫し
た教育を実施
　⇒各学校に校長・教職員組織
※一貫教育にふさわしい運営体制の整備

②義務教育学校

・新たな学校種（一つの学校）
　⇒一人の校長・一つの教職員組織
　　　　　　　修業年限：９年
　　　　（前期課程６年＋後期課程３年）
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小規模校メリット・デメリットと方策 

 

小規模校のメリット

【児童生徒の学習・生活面】

　○一人ひとりの学習状況等などの把握がしやすく、きめ細やかな指導が行いやすい。

　○児童生徒が相互に学び合う活動を充実させることができる。

　○異なる学年の学習活動を機動的に行うことができる。

　○児童生徒が相互に学び合う活動を充実させることができる。

　○異なる学年の学習活動を機動的に行うことができる。

【学校運営面】

　○運動場、体育館、特別教室などに比較的余裕があり、活用しやすい。

　○教材、教具などを一人ひとりに行き渡らせやすい。

【その他】

　○保護者や地域と連携した教育活動が展開しやすい。

メリットを活かす方策

【教育過程特例校制度の活用】

【その他具体例】

  ○少人数であることを生かした教育活動（外国語の指導や実技指導等）の徹底

　○個別指導・繰り返し指導の徹底等による学習内容の定着

　○総合的な学習の時間における個に応じた学習課題の設定、複数年にわたる追究

　○地域との密接なつながりを活かした校外学習・体験活動の充実

　○学習や様々な活動において、意見や感想を発表できる機会やリーダーを務める機会
　　 が多く、責任感ややりがいの醸成につながる。

（例）校区の豊かな自然・文化・伝統・産業資源等を最大限に生かし、地域のニーズを踏ま
      えた体験的・問題解決的な活動を積極的に取り入れた特別なカリキュラムを編成

   学校教育法施行規則第５５条の２に基づき、学校を指定し、学習指導要領等によらない
教育課程を編成して実施することを認める制度
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小規模校のデメリット

【児童生徒の学習・生活面】

　○クラス替えができず、新たな人間関係を作り上げようとする機会が少なくなる。

　○運動会や音楽活動など、集団活動の実施に制約が生じやすい。

　○クラブ活動や児童会の委員会などの設置が限定され、選択の幅が狭まる。

【学校運営面】

【その他】

  ○学校活動等における保護者１人あたりの負担が大きくなりやすい。

【小規模特認校制度の活用】

【その他具体例】

  ○小中一貫教育による一定の学校規模の確保

　○異なる学年集団での協働学習、体験学習

　○複数学校とのネットワーク構築による合同行事

　○ＩＣＴの活用による他校との合同授業

　○他の自治体の学校との「姉妹校」指定による交流

　○複数学校間での兼務発令による教科免許保有者による指導の確保

　○学校教育活動への地域人材の参画

　○社会教育施設等との複合化による教育活動の充実

　○教職員数が少ないため、バランスの取れた配置を行いにくく、教職員同士が切磋琢磨
　　 する環境も作りにくい。

デメリットを緩和する方策

　従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係なく、市内のど
こからでも就学を認める制度

　○集団生活の中での多様な考え方に触れる機会や学びあいの機会が少なく、切磋琢磨
　 　することでの意欲や成長が引き出されにくい。



［平成３０年度］ ［平成３０年度］

3 月 条例等の整備 3 月 条例等の整備

［令和元年度］ ［令和元年度］

5 月 公募委員の公募　令和元年5月7日から令和元年5月31日まで 5 月 公募委員の公募　令和元年5月7日から令和元年5月31日まで

6 月 公募委員の内定通知 6 月 公募委員の内定通知

10 月 学識経験者・小中学校教職員・PTA代表・自治会代表委員の選定 10 月 学識経験者・小中学校教職員・PTA代表・自治会代表委員の選定

12 月 11 月

令和2年 令和2年

2 月頃

［令和２年度］ ［令和２年度］

7 月 5 月

6 月

7 月

パブリックコメント　（7/下旬～8/下旬）

8 月 8 月 地元説明会

教育委員会報告（答申、計画案） 9 月 パブリックコメント回答、計画案修正

9 月 文教厚生委員会報告（計画案） 教育委員会議決

10 月 パブリックコメント　（9月下旬～10月末） 文教厚生委員会報告 　

地元説明会

パブリックコメント回答、計画案修正

11 月 教育委員会議決 10 月頃

12 月 文教厚生委員会最終報告

第2回

答申

第3回

第4回

第5回

計画策定・公表

第3回

第4回

答申

計画策定・公表

　【変更後】
　　第３期下関市立学校適正規模・適正配置基本計画策定スケジュール

第1回

（変更前）第３期下関市立学校適正規模・適正配置基本計画策定スケジュール

第1回

第2回

諮問
市立小・中学校の現状と課題、適正規模・適正配置の基本的な
考え方
小・中学校の適正規模・適正配置の具体的な方策について
小・中学校の適正規模・適正配置の実施に関する事項について

答申案の検討

答申案の確認

諮問
市立小・中学校の現状と課題、適正規模・適正配置の基本的な
考え方
小・中学校の適正規模・適正配置の具体的な方策について
小・中学校の適正規模・適正配置の実施に関する事項について

答申案の検討

答申案の確認
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